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伊丹空港に隣接するスカイパーク 酒蔵通りの街なみ

兵庫県伊丹市の紹介
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◆  兵庫県南東部に位置し、大都市圏に位置する都市型のまち

◆  多様な魅力を持つ コンパクトシティ

➢ 住み良い環境：住宅・商業施設・医療施設などが充実

➢ 交通：東部に伊丹空港、鉄道・市バスがネットワーク化

➢ 自然環境：都市公園などの緑が豊か

➢ 歴史文化：清酒発祥の地、俳壇文化

市域の航空写真

人口：約20万人
面積：25km2



自然環境の再生地球温暖化の防止

伊丹市の環境政策２本柱
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2050年カーボンニュートラル

2030年度 CO2▲48% (2013年度比)

都市化が始まる前の自然環境を目指し

伊丹らしい自然環境を次世代に継承する



市・市民・事業者
3

伊丹市の地球温暖化防止の取組（概要）
◆ ゼロカーボンシティ宣言を 都市宣言に制定

◆ 市・市民・事業者が一体となって、５つの取組方針に基づく

  実効性ある脱炭素事業を推進

創エネ
蓄エネの
普及拡大

移動手段の
脱炭素化

使用電気の
脱炭素化

省エネの
普及拡大

環境価値の
創造

CO2削減・吸収の取組

ゼロカーボンシティの実現
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伊丹市の脱炭素事業のポイント

なぜ脱炭素？
なぜ取り組むの？
何したらいいの？

事業者の脱炭素型ビジネススタイルへの
意識・行動変容の促進

脱炭素の取組で
メリットが生まれる

企業と関係性の深い
金融機関などと連携

自治体 金融機関

連携

市内企業

市内企業

自治体 金融機関

点

面

ＰＲ
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地域金融機関と連携した脱炭素事業の事例紹介

◆みなと地域振興寄付型『伊丹市とあゆむ』

◆事業者向け再エネ共同調達事業 



みなと地域振興寄付型『伊丹市とあゆむ』の概要
◆自治体の主要施策に賛同する法人等を対象

にした、みなと銀行取扱いの融資商品

(みなと銀行と伊丹市による共同企画商品)

◆地域活性化への貢献を目的に、融資金利

収入の一部を自治体へ寄付

◆寄付金は市民還元可能な脱炭素事業に充当
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仕組み



みなと地域振興寄付型『伊丹市とあゆむ』の経緯

検 討 企画検討 事業化 寄付

2022年10月 2022年11月 2023年4月 2024年1月

近畿地方環境事務所
への相談

◆脱炭素施策の相談

市の脱炭素事業の

内容や事業の財源

調達などを相談。

近畿地方環境事務

所と脱炭素の協定

を結ぶ、みなと銀

行を紹介される。

みなと銀行との
意見交換

◆融資商品の共同企

画

市民・事業者の脱

炭素の促進を目指

す市と、市の施策

を通じて地域活性

への貢献を目指す

みなと銀行が連携

みなと銀行で
融資商品を販売

◆融資目標10億円

みなと銀行が、市

の脱炭素事業に賛

同する企業へ融資

商品を紹介。

寄付目標100万円

(融資額の0.1%)

◆融資商品を利用し

た企業をＰＲ

市長から企業に感

謝状を贈呈。メ

ディア取材や市

HPへの掲載を通

じて、企業の地域

貢献をＰＲ。

寄付金贈呈式
の開催
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みなと地域振興寄付型『伊丹市とあゆむ』の成果
◆市の脱炭素事業に賛同いただいた２８社が融資商品を利用

◆本事業を通じて、企業の脱炭素化の意識変容を促進

◆メディアや国(環境省、財務省等)に取り上げられ、企業PRに貢献

82024年1月25日 寄付金贈呈式
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地域金融機関と連携した脱炭素事業の事例紹介

◆みなと地域振興寄付型『伊丹市とあゆむ』

◆事業者向け再エネ共同調達事業 



電力非化石証書 太陽光発電設備再エネ電力

事業者向け再エネ共同調達事業  (㈱エナーバンクと連携実施)

◆  スケールメリットを活用した共同調達で割安価格での調達が期待

◆  無料登録で見積もり取得が可能
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事業者向け再エネ電力共同調達事業の概要
◆市と市内企業が共同で再エネ電力調達

◆共同調達によるコスト削減効果の一部を

再エネ化の追加コストに充当

◆民間企業の入札システムを活用

①コスト削減

スケールメリットを活かした共同オークション

でコストを削減

②最適な料金メニューの選択

多様な料金メニュー（固定/市場連動等）から

施設毎に最適なメニューを選択

③事務手間の削減

仕様書作成から小売電気事業者選定までを

事務局が一括実施

主
な
３
つ
の
メ
リ
ッ
ト

全国初
(2022年度時点)
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2,500,000 1,500,000 3,700,000 6,000,000

1

段
階
目

２
段
階
目

予定価格

民間事業者BA小学校 民間事業者C 民間工場D

市内事業者

民間工場E

6,000,000

参考 連動

見積 固定
2,000,000 1,200,000 3,600,000 5,300,000 5,900,000
2,400,000 1,400,000 3,500,000 5,700,000 6,300,000

参加

【不参加パターン例】
・見積金額が現契約より高い
・見積の電力メニューだと不安
・見積の小売電気事業者だと不安

等

不参加参加

開始価格 3,200,000 9,200,000

落札価格

落札率

3,100,000 9,000,000
96.9% 97.8%

契約価格 1,938,000 3,423,0001,163,000 5,575,000

グルーピング
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事業者向け再エネ電力共同調達事業の仕組み
◆  ２段階オークションとすることで、最適なメニューを最安で選択

◆  １段階目：施設毎の見積もりから最適な電力メニューを選定

◆  ２段階目：電力メニュー毎にグルーピングしリバースオークション

参加 参加

グルーピング

参加
判断



事業者向け再エネ電力共同調達事業の経緯

検 討 試験運用 本格運用① 本格運用②

2021年7月 2021年12月 2022年度 2023年度

事業者向け支援策の
検討開始

◆省エネ法の改正

(2022年度)

非化石エネルギー

への転換 など

◆電力価格の高騰

割安な電力調達が

困難

公共施設(5施設)で
試験運用

◆価格低減効果を

確認

共同調達の仕組み

を活用して、一部

の公共施設で電力

調達。一般競争入

札と同等以上の価

格低減効果を確認

市内企業まで
参加対象を拡大

◆市内企業の参加数

の伸び悩み

エネルギー価格高

騰による既存契約

の更新控えや事業

周知手法に苦慮し

企業の参加数の伸

び悩み

事業周知の強化

◆地域金融機関等と

の連携

地域金融機関や商

工会議所と連携し

た事業周知（企業

訪問など）や中小

企業向けに脱炭素

セミナーを開催
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事業者向け再エネ電力共同調達事業の成果
◆  2022年度より官民連携したオークションを実施

◆  電力の再エネ化と電力コストの低減を両立

民間施設（高圧5施設）

ｵｰｸｼｮﾝ前
（非再エネ）

公共施設（高圧20施設）

29,180千円

26,604千円

年間約2,600千円
 ↓DOWN

ｵｰｸｼｮﾝ後
（再エネ）

ｵｰｸｼｮﾝ後
（再エネ）

年間約9,400千円 
↓DOWN

102,224千円
92,853千円

電力の再エネ化

＋

電力コストの低減

＝

脱炭素経営の実現

2023年度オークション結果 (2024年度電力契約分)

ｵｰｸｼｮﾝ前
（非再エネ）
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今後の展開
◆  2050年カーボンニュートラル実現は都市型の

 地域特性を持つ伊丹市にとって大きな挑戦

◆  地域金融機関のみならず、経済団体や省エネ・

 再エネソリューションを持つ企業等の

 あらゆる関係者と連携・協力し、地域ぐるみで

 脱炭素型ビジネススタイルの促進に取り組みたい



ご清聴ありがとうございました

伊丹市 総合政策部 
   グリーン戦略室

TEL：072-784-8054

FAX：072-784-8136

Eメール：green-st@city.itami.lg.jp 伊丹市マスコットキャラクター

たみまる
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